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光客の賑わいの中で、2015 年 3 月末に再オープンした姫路城では、これまでの観光客誘致数ナ
ンバーワンだった熊本城を追い抜いたことが誇らしげに謳われていた2。 









                                                     
1 お城（姫路城）そのものの評価は、内藤（2011）を参照。 
2 姫路城の 2015 年度の集客は、姫路市の当初予想 180 万人をはるかに上回って 280 万人を突破し、熊本城
の持つ城の入場者最高記録 222 万人（2008 年度）を塗り替える勢いであることが、報じられている（『日本
経済新聞』2016 年 3 月 28 日朝刊 31 面）。 
3 熊本市の試算によると、熊本城の石垣は全体の 3 割で修復が必要な状態で、その修復費用は 354 億円に
上るそうである。しかもこの試算には、天守などの建造物については算出できていないため、含まれてい
ない（『日本経済新聞』2016 年 6 月 12 日朝刊）。 























慶應元年 9 月 29 日（1865 年 11 月 17 日） 朝廷、兵庫開港を 4 国代表に約した罪により、老
中阿部正弘・同松前崇広の免職・処罰を要求。10 月 1 日、免職・謹慎。 
慶應元年 10 月１日（1865 年 11 月 18 日） 将軍家茂、名古屋藩主徳川慶恕を上京させ、条約
勅許と兵庫開港を奏請し、将軍職の辞表を関白に提出。 
慶應元年 10 月 5 日（1865 年 11 月 22 日） 天皇、条約は勅許、兵庫先期開港は不許可との勅
書を、朝彦親王・関白二条斉敬に渡す。 
慶應 2 年 1 月 21 日（1866 年 3 月 7 日） 萩藩士木戸孝允ら、坂本竜馬の斡旋により京都薩摩
藩邸で、西郷隆盛らと倒幕のための薩長提携を密約。 
                                                     
4 慶応 4 年 8 月 23 日（1868 年 10 月 8 日）新政府軍、会津若松城を囲む。同日、白虎隊、飯盛山で自刃。
明治元年 9 月 22 日（1868 年 11 月 6 日）、藩主松平容保、開城降伏。 
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慶應 2 年 12 月 25 日（1867 年 1 月 30 日） 天皇没。2 月 16 日、諡号を孝明天皇と決定。 
慶應 3 年 1 月 9 日（1867 年 2 月 13 日） 睦仁親王践祚。 
慶應 3 年 6 月 22 日（1867 年 7 月 22 日） 高知藩士後藤象二郎・坂本竜馬ら、鹿児島藩士西郷
隆盛・大久保利通らと会見、大政奉還の薩土盟約を結ぶ。 
慶應 3 年 10 月 13 日（1867 年 11 月 8 日） 前右近衛権中将岩倉具視、鹿児島藩主父子あての
倒幕の詔書を大久保利通に、萩藩主父子官位復旧の宣旨を広沢真臣に手交。 
慶應 3 年 10 月 13 日（1867 年 11 月 8 日） 徳川慶喜、在京 40 藩重臣を二条城に集め、大政奉
還を諮問。 
慶應 3 年 10 月 14 日（1867 年 11 月 9 日） 高家大沢基寿、将軍慶喜の命により大政奉還上表
を朝廷に提出。 
慶應 3 年 10 月 24 日（1867 年 11 月 19 日） 徳川慶喜、朝廷に征夷大将軍の辞表を提出。10
月 26 日、朝廷、諸侯上京まで待つべきを指示。 
慶應 3 年 12 月 9 日（1868 年 1 月 3 日） 鹿児島・名古屋・福井・高知・広島藩兵警護の宮中
で、王政復古派公卿が集まり、王政復古の大号令を出す。同夜の小御所会議で、慶喜に辞
官・納地を命ずることを決定。 
慶應 4 年 1 月 3 日（1868 年 1 月 27 日） 旧幕府軍、鳥羽・伏見で鹿児島・萩藩兵と戦い敗れ
る（～1 月 4 日、鳥羽・伏見の戦、戊辰戦争起こる）。1 月 8 日、慶喜、大阪出帆。 
慶應 4 年 3 月 13 日（1868 年 4 月 5 日） 大総督府参謀西郷隆盛と旧幕府陸軍総裁勝安芳、江
戸鹿児島藩邸で会見、江戸開城を交渉。3 月 14 日、交渉成る。 
慶應 4 年 3 月 14 日（1868 年 4 月 6 日） 天皇、紫宸殿で、公卿・諸侯を率い、5 か条を誓約（五
箇条の誓文）、億兆安撫・国威宣揚の宸翰を出す。 
慶應 4 年 7 月 17 日（1868 年 9 月 3 日） 天皇、江戸を東京とする詔書を出す。 
慶應 4 年 8 月 27 日（1868 年 10 月 12 日） 天皇、即位の大礼をあげる。 
慶應 4 年・明治元年 9 月 8 日（1868 年 10 月 23 日） 明治と改元し、一世一元の制を定める。 
明治元年 9 月 20 日（1868 年 11 月 4 日） 天皇、東幸のため京都出発。10 月 13 日、東京着、
江戸城を東幸の皇居とし、東京城と改称。12 月 8 日、東京出発、京都に帰る。 
明治元年 10 月 15 日（1868 年 11 月 28 日） 北会津郡・大沼郡の農民蜂起し、名主・肝煎を襲
撃、徴税帳簿を焼却（～10 月 17 日）。10 月 28 日、楢原村で＜世直し＞を申し合わせる。 
明治元年 10 月 28 日（1868 年 12 月 11 日） 新政府、藩治職制を定め、各藩に執政・参政・公
儀人・家知事をおく。 
明治元年 12 月 7 日（1869 年 1 月 19 日） 東北諸藩処分の詔書出る。 
明治 2 年 1 月 20 日（1869 年 3 月 2 日） 鹿児島・萩・高知・佐賀 4 藩主、連署して版籍奉還
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を上表（1 月 23 日、発表。以後、諸藩主の上表あい次ぐ）。 
明治 2 年 3 月（1869 年） 諸侯、東京に召集を命じられ、続々と上京。 
明治 2 年 5 月 18 日（1869 年 6 月 27 日） 五稜郭開城、榎本武揚以下降伏（戊辰戦争おわる）。 
明治 2 年 6 月 17 日（1869 年 7 月 25 日） 諸藩の版籍奉還を許し、藩知事（274 人）を任命（～
6 月 25 日）、公卿・諸侯の称を廃し、華族とする。 
明治 2 年 7 月 11 日（1869 年 8 月 18 日） 政府、官吏を勅授官・奏授官・判授官に分ける。7
月 27 日、勅任官・奏任官・判任官と改称。 
明治 2 年 7 月 27 日（1869 年 9 月 3 日） 政府、府県奉職規則を定める。 
明治 2 年 8 月 10 日（1869 年 9 月 15 日） 天皇、初めて太政官に親臨し、議事を聴く。 
明治 2 年 9 月 26 日（1869 年 10 月 30 日） 王政復古の論功行賞の詔書出る。 
明治 3 年 2 月 20 日（1870 年 3 月 21 日） 政府、常備兵編成規則を各藩に達する（士族・卒族
のほか、新たに兵隊取立を禁止）。 
明治 3 年 2 月 22 日（1870 年 3 月 23 日） 政府、府藩県に、外国からの借金および歳入・物産
を抵当とする物品の購入を禁止。2 月 25 日、各国公使に通告。 
明治 3 年 4 月 22 日（1870 年 5 月 22 日） 政府、府藩県に、外国人にたいする負債額および償
還方法の報告を命ずる。 
明治 3 年 5 月 28 日（1870 年 6 月 26 日） 集議院開院、藩制を諮問（～9 月 10 日）。 
明治 3 年 5 月（1870 年） 政府、戸籍編成に関連し、府藩県に、管下の石高・戸口の申告を命
ずる。 
明治 3 年 9 月 10 日（1870 年 10 月 4 日） 藩制改革を布告（職制・海陸軍費・公廨費・家禄な
どの大本を示す）。 
明治 3 年 10 月 2 日（1870 年 10 月 22 日） 諸藩常備兵員を定める（1 万石につき兵 60 人）。 
明治 3 年 11 月 13 日（1871 年 1 月 3 日） 府藩県に徴兵規則を達する（士族・卒・庶人にかか
わらず 1 万石につき 5 人）。 
明治 3 年 12 月 22 日（1871 年 2 月 11 日） 各藩常備兵編成定則を定める。 
明治 4 年 1 月（1871 年） 徳島藩知事蜂須賀茂韶、廃藩を建白。 
明治 4 年 2 月 13 日（1871 年 4 月 2 日） 政府、鹿児島（薩）、山口（長）、高知（土）3藩の兵
を徴して親兵を編成することを命ずる。 
明治 4 年 4 月 4 日（1871 年 5 月 22 日） 戸籍法を定める（行政区画の区を設置、戸長・副戸
長をおく）。明治 5 年 2 月 1 日、施行（壬申戸籍）。 
明治 4 年 5 月 10 日（1871 年 6 月 27 日） 新貨条例を定める（新貨幣の呼称は円・銭・厘。10
進 1 位法。旧貨幣の 1 両を 1 円とする。日本最初の金本位制）。 
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明治 4 年 7 月 14 日（1871 年 8 月 29 日） 天皇、在京 56 藩知事を集め、廃藩置県の詔書を出
す（3府 302 県）。 
明治 4 年 8 月 23 日（1871 年 10 月 7 日） 留守官を廃止（東京遷都の最終決定）。 
明治 4 年 10 月 3 日（1871 年 11 月 15 日） 宗門人別帳（寺請制度）廃止。 
明治４年 10 月 7 日（1871 年 11 月 19 日） 旧藩知事惜別を名とする暴動に対し、即決処罰を
命ずる。 
明治 4 年 10 月 28 日（1871 年 12 月 10 日） 府県官制を定める（府知事・県知事の設置）。11
月 2 日、県知事を県令と改称。 
明治 4 年 11 月 13 日（1871 年 12 月 24 日） 全国の県を改廃（～11 月 22 日、3 府 72 県）。 
明治 4 年 11 月（1871 年） 大蔵省に命じて、旧藩の外国債を処分させる。 
明治 4 年 11 月 27 日（1872 年 1 月 7 日） 府県奉職規則を廃止、県治条例を定める。 
明治 4 年 12 月 27 日（1872 年 2 月 5 日） 新紙幣発行の旨布告 
明治 5 年 2 月 15 日（1872 年 3 月 23 日） 土地永代売買の禁を解く（前年の大蔵卿大久保利通・
大蔵大輔井上馨の建議による）。 
明治 5 年 3 月 9 日（1872 年 4 月 16 日） 親兵を廃止、近衛兵をおく。近衛条例を定める。 
明治 5 年 4 月 18 日（1872 年 5 月 24 日） 藩債はすべて大蔵省に引き受け、処分することを定
める。 
明治 5 年 7 月 4 日（1872 年 8 月 7 日） 売買・譲渡にかかわらず、すべての土地に地券を交付
することを達す。（壬申地券の交付本格化）。 
明治 5 年 11 月 9 日（1872 年 12 月 9 日） 太陰暦を廃して太陽暦を採用するとの詔書（明治 5
年（1872 年）12 月 3 日を明治 6 年（1873 年）1 月 1 日とする。昼夜 12 時を 24 時に改める）。 
明治 5 年 11 月 15 日（1872 年 12 月 15 日） 国立銀行条例・国立銀行成規を定め、銀行設立を
許可。 
明治 6 年（1873 年）3 月 3 日 旧藩府債償還の処分を定める（天保 14 年以前のものは公債とし
ない等）。 
明治 6 年（1873 年）3 月 25 日 藩債処分のため、新旧公債証書発行条例を定める（発行額 2,339
万 5,550 円）。 
明治 6 年（1873 年）3 月 25 日 地券法施行のため、土地名称を皇宮地・神地・官庁地・官用地・
官有地・公有地・私有地・除免地の 8 種に規定。 
明治 6 年（1873 年）5 月 5 日 皇居および太政官・宮内省庁舎炎上、赤坂離宮を仮皇居とする。 
明治 6 年（1873 年）5 月 12 日 大蔵省地方官合同で、地租改正法案可決。5 月 19 日、同案を
太政官に提出。 
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明治 6 年（1873 年）7 月 28 日 上諭・地租改正条例を布告。地租改正施行規則、地方官心得書
を頒布（旧法廃止。すべての土地に地券新設。地価 3/100 を地租とし、府県庁・郡村の公
費を 1/3 以内とする）。 
明治 6 年（1873 年）11 月 10 日 内務省をおく。 
明治 6 年（1873 年）12 月 27 日 秩禄奉還の法を定める（家禄・賞典禄 100 石未満の者で奉還
を願う者は、永世禄 6 ヵ年分・終身禄 4 ヵ年分を、現金および公債証書をもって支給）。 
明治 7 年（1874 年）1 月 17 日 副島・後藤・江藤・板垣ら 8 人、民撰議院設立建白書を左院に
提出（『日新真実誌』1 月 18 日に掲載）。 
明治 7 年（1874 年）3 月 28 日 秩禄公債証書発行条例を定める（1873 年の秩禄奉還の法に基
づき、家禄引換公債証書を支給）。 
明治 7 年（1874 年）5 月 2 日 地方長官会議開催の詔書出る。議員憲法および規則を定める。 
明治 7 年（1874 年）6 月 西郷隆盛、鹿児島に私学校を設立。 
明治 8 年（1875 年）2 月 20 日 酒類税則（10 月 1 日施行）・車税規則（1 月 1 日遡及施行）を
定める。 
明治 8 年（1875 年）4 月 14 日 元老院・大審院をおき、地方官会議を設け、漸次立憲政体を立
てるとの詔書出る。 
明治 8 年（1875 年）8 月 24 日 家禄奉還を停止し、秩禄公債証書発行条令を廃止（士族授産の
失敗による）。 
明治 8 年（1875 年）8 月 30 日 地租改正は明治 9 年（1876 年）末をもって一律に完了すべき
旨、府県に達する。 
明治 8 年（1875 年）9 月 7 日 家禄・賞典禄を金禄に改正（支給額は各地貢米の明治 5 年～7
年の３ヵ年平均価格をもって決定）。 
明治 8 年（1875 年）11 月 30 日 府県職制および事務章程を定める（県治条例を廃止）。 
明治 9 年（1876 年）5 月 12 日 地租改正に承服せむ者にたいし、地価を一方的に決定し、収税
を命ずると布告。 
明治 9 年（1876 年）8 月 5 日 金禄公債証書発行条例を定める（華士族の家禄・賞典禄を廃止
し公債を支給）。 
明治 10 年（1877 年）1 月 4 日 地租を減ずる詔書出る。 
明治 10 年（1877 年）1 月 30 日 鹿児島私学校生徒、草牟田村の火薬局、磯の海軍造船所を占
領し、大阪砲兵支廠に移送中の兵器弾薬を奪う（西南戦争の発端）。 
明治 10 年（1877 年）9 月 24 日 西郷隆盛（文政 10 年生、51 歳）・桐野俊秋（天保 9 年生、40
歳）ら、城山で自刃（西南戦争おわる）。 
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明治 11 年（1878 年）4 月 10 日 第 2回地方官会議、開会式（議長伊藤博文）。三新法などを審
議し、5 月 3 日閉会。 





明治 11 年（1878 年）7 月 25 日 府県官職制を定める（明治 8 年（1875 年）11 月 30 日の府県
職制および事務章程は廃止）。 
明治 11 年（1878 年）9 月 11 日 愛国社再興大会、大阪で開催。再興合意書で、大阪に事務所
開設、毎年 3 月・9 月の大会開催など決定。 
明治 12 年（1879 年）3 月 20 日 東京府会開会（府県会規則による府県会の最初。各府県会あ
いついで開会）。 
明治 13 年（1880 年）2 月 5 日 第 3 回地方官会議を開会（議長河野敏鎌）。区町村会法・備荒
儲畜法などを審議し、2 月 28 日閉会。 
明治 13 年（1880 年）3 月 15 日 愛国社第 4 回大会を大阪で開催（2 府 22 県から代表参加）。3
月 17 日、国会期成同盟を結成、片岡健吉・河野広中を請願提出委員とすることなどを決議。 
明治 13 年（1880 年）4 月 17 日 片岡健吉・河野広中、＜国会を開設するの弁可を上願する書＞
を太政官に提出。太政官・元老院、共に受理せず。5 月 11 日、顛末書を地方代表に送付。 
明治 13 年（1880 年）11 月 5 日 工場払下概則を定める（内務省・工部省・大蔵省・開拓使に
官設工場の漸次民有化を命令）。 
明治 13 年（1880 年）11 月 10 日 国会期成同盟第 2 回大会を東京で開催（2 府 22 県より代表
67 人参加）。大日本国会期成有志公会と改称、次会を翌年 10 月 1 日に開催とし、憲法見込
案持参のこと、遭変者扶助法などを決議。 
明治 13 年（1880 年）11 月 26 日 河野広中・杉田定一・内藤魯一ら 10 人、愛国社解散・政党
組織などを討議。 
明治 13 年（1880 年）12 月 15 日 沼間守一を座長とし、松田正久・山際七司・河野広中・植木
枝盛ら自由党結成同盟４ヵ条を定める。 
明治 14 年（1881 年）3 月 参議大隈重信、国会開設意見書を左大臣有栖川熾仁に提出（明治
16 年より国会開設、永久中立官の下の政党内閣制などを主張）。 
明治 14 年（1881 年）7 月 21 日 参議兼開拓長官黒田清隆、開拓使官有物の払下げを太政大臣
に申請。閣議、有栖川左大臣・大隈参議らの反対で紛糾したが払下げに決定。7 月 30 日勅
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裁。8 月 1 日発表。 
明治 14 年（1881 年）10 月 11 日 御前会議で、立憲政体に関する方針、開拓使払下げ中止、大
隈重信の参議罷免などを決定（明治 14 年の政変）。 
明治 14 年（1881 年）10 月 12 日 明治 23 年に国会開設する旨の詔書発せられる。 
明治 14 年（1881 年）10 月 18 日 自由党結成会議、浅草井生村楼で開会（沼野守一ら嚶鳴社系
不参加）、自由党盟約・自由党規則を決定。10 月 29 日、総理に板垣退助を選挙。11 月 9
日、板垣、就任を受諾。 
 













 翌明治 2 年の前半は、鹿児島・萩・高知・佐賀 4 藩主の上表から始まった版籍奉還が各藩に
および、ついには 6 月 17 日（1869 年 7 月 25 日）、諸藩の版籍奉還が許され、藩知事（274 人）




















賀茂詔の建白（明治 4 年 1 月（1871 年））だとされる。日本全国での実施は、明治 4 年 7 月 14
日（1871 年 8 月 29 日）に、天皇が在京 56 藩知事を集め、廃藩置県の詔書を出したことである






それに対しては新政府も、明治４年 10 月 7 日（1871 年 11 月 19 日）、旧藩知事惜別を名とする
暴動に対し、即決処罰を命じている。 







                                                     







している（松尾（1986）第 2 章）。 
－ 85 － 
を募らせていた。その流れは、不平士族の反乱という形と、民撰議院開設運動という 2 つの潮
流で現れた。前者の代表例は西郷隆盛を担いだ西南戦争であり9、明治 10 年（1877 年）1 月 30




後者は、副島・後藤・江藤・板垣ら 8 人が明治 7 年（1874 年）1 月 17 日に左院に提出した
民撰議院設立建白書に端を発している。したがって、当初は、西南諸藩の不平士族の運動に連





盟につながっていった。代表例が、明治 13 年（1880 年）3 月 15 日、愛国社第 4 回大会（大阪）
で国会期成同盟が結成され、さらに、同年 11 月 10 日、国会期成同盟第 2 回大会（東京）など
である。 
藩閥政府サイドがこれ（国会開設・政党結成）に抵抗・躊躇しているところに事態を急変さ
せたのが、明治 14 年（1881 年）3 月、参議大隈重信が、国会開設意見書を左大臣有栖川熾仁
に提出したことである。この意見書では、2 年後の明治 16 年より国会開設などが主張されてい
た。これが、当時の政権中枢に危機感を抱かせ、北海道開拓使払い下げ問題の処理に連動する
形で、明治 14 年（1881 年）10 月 11 日、政変が起き、参議大隈重信は罷免された。その翌日
（10 月 12 日）、10 年後の明治 23 年（1890 年）に国会開設の詔書が発せられた。さらに、同年








                                                     
9 この戦いに臨んだ西郷自身の意図は、もう少し別のところにあった可能性がある（中島（2014））。 
10 大久保利通、西郷隆盛、木戸孝允など、いずれも明治 10 年（1877 年）前後に命を落としている。 































                                                     
11 清水（2013）、樋口（2016）などに、幕臣・士族たちのさまざまな転身・上昇志向の実例が紹介されてい
る。 
